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事 業 報 告 

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで） 

 

１. 会社の現況に関する事項 

 

(１) 事業の経過およびその成果 

当社は２０１８年度において、「収益構造の堅持と成長事業の創出」の方針のもと、中 

長期的に持続的に成長できる構造を作り込む重要な１年として、既存事業で収益構造を堅 

持するとともに、成長事業を創出する取り組みを進めてきました。「スマーレ」や「ドラ

イブカルテ」など新商品を市場に投入するとともに、省力化に向けた駅マネジメントサ

ービスや eZPAD をはじめとしたキャッシュレスオートメーションなど成長事業の芽も出

始めてきました。また、オムロン株式会社からのＵＰＳ事業（無停電電源装置）の事業

譲受など、体制変更も実施しました。 

    当事業年度の経済情勢としましては、世界経済は米中貿易摩擦の懸念等もあり、減速感 

が強まりましたが、当社におきましては、駅務システム事業や交通管制・道路管理シス

テム事業における堅調な設備投資の更新需要に対応して、顧客ニーズを踏まえたソリュ

ーション提案活動を実施しました。 

この結果、当事業年度の売上高は 427 億 4 百万円となりました。また、利益につきま

しては、経常利益は 64 億 8 千 4 百万円、当期利益は 57 億 3 千 9 百万円となりました。 

 

 (２) 設備投資の状況 

当事業年度の特筆すべき設備投資はありません。 

 

 (３) 対処すべき課題 

２０１９年度は年度方針を「成長事業体への変革」とし、２０２０年度 VG.2.0 のゴー 

ル、２０２１年度以降の２桁成長に向けて、成長を確かなものにする年として取り組んで 

いきます。 

深刻化する労働力不足に端を発する様々な社会課題に対し、それを解決する市場も存在 

しており、当社にとっては大きなチャンスと捉えています。この環境変化を踏まえ、その 

社会課題解決の実現に向けて、今年度から新たに社会課題の領域を軸とした４つのドメイ 

ン「交通」「エネルギー」「生活サービス」「コミュニティ」を設定しました。また、こ 

のドメイン戦略を支えるのが、３つのアーキテクチャー「ＩｏＴ」「データ」「サービス」 

（ＩＤＳ）です。今後、ＩｏＴ、データ、サービスを標準化・共通化し、ドメイン共通で 

適用できるよう進めていきます。 

当社としてはこのように、２０１９年度から中期経営計画「VG2.0 ver2」とし、内容を 

ブラッシュアップしました。この４つのドメイン×ＩＤＳで進めるソーシャルオートメ 

ーション事業で幅広く社会課題を解決していきます。 
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(４) 財産および損益の状況の推移 

（単位：百万円） 

期 別 

区 分 

第６期 第７期 第８期 第９期 

(平成 27 年４月１日～ 

平成 28 年３月 31 日) 

(平成 28 年４月１日～ 

平成 29 年３月 31 日) 

(平成 29 年４月１日～ 

平成 30 年３月 31 日) 

(平成 30 年４月１日～ 

平成 31 年３月 31 日) 

売 上 高 32,823 26,639 32,844 42,704 

経 常 利 益 1,780 2,786 2,652 6,484 

当 期 純 利 益 1,470 2,681 2,245 5,739 

１株当たり当期純利益 14,704 円 00 銭 26,808 円 35 銭 22,446 円 47 銭 57,393 円 71 銭 

総 資 産 35,520 35,234 37,588 44,993 

純 資 産 26,387 27,421 28,306 33,483 

１ 株 当 た り 純 資 産 263,872 円 90銭 274,211 円 8 銭 283,058 円 98 銭 334,832 円 29 銭 

 

(５) 重要な親会社および子会社の状況 

 ① 親会社との関係 

    当社の親会社はオムロン株式会社であり、同社は当社の株式を 100%保有しており

ます。当社は平成 23 年４月１日付で、会社法の会社分割の規定にもとづき、親会

社の社会システム事業の営業を承継したものであります。 

② 親会社との取引 

・当該取引をするに当たり当社と利害を害さないように留意した事項 

   親会社との資金貸付の取引の貸付金の利率は貸出期間に応じた市場金利を勘案

の上、合理的な判断に基づき決定しております。 

・当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての当社の取締役会の判断および 

その理由 

   上記取引は当社の社内規定に基づき、親会社から独立して最終的な意思決定を行

っており当社の利益を害することはないと当社の取締役は判断しております。 

・社外取締役を置く場合、取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意

見 

   該当事項はありません。 

③ 重要な子会社の状況 

重要な子会社は次のとおりであります。 

会 社 名 資 本 金 
出 資
比 率 
( % ) 

主 要 な 事 業 内 容 

オ ム ロ ン フ ィ ー ル ド 
エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社 

360 百万円 100.0 電子制御システム機器の保守工事 

オ ム ロ ン ソ フ ト ウ ェ ア 
株 式 会 社 

360 百万円 100.0 ソフトウェアの設計開発 

     

(６)主要な事業内容 

鉄道向けシステム(自動改札機、券売機等)、道路交通向けシステム(交通管制システム)

の製造販売等 
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(７)主要な営業所等 

本 社 お よ び 営 業 拠 点  本 社 （東京都港区） 

  大 阪 事 業 所 （大阪府大阪市） 

開 発 お よ び 生 産 拠 点  草 津 事 業 所 （滋賀県草津市） 

  

(８)従業員の状況 

 従業員数 前期末比増減 平均年齢 

合 計 ま た は 平 均 ６５５名 +８６名 ４５歳１０カ月 

 

２. 会社の株式に関する事項 

 発 行 可 能 株 式 総 数 …………………………………… 200,000 株 

 発 行 済 株 式 の 総 数 …………………………………… 100,000 株 

 株 主 数 …………………………………… １名 

 大 株 主 

株 主 名 
当 社 へ の 出 資 状 況 

持 株 数 出 資 比 率 

オ ム ロ ン 株 式 会 社 100,000 株 100.0% 

 

３. 会社役員に関する事項 

 (１) 取締役および監査役の氏名等 

  

 地 位 氏 名 担当または主な職業ならびに兼務の状況 

＊ 取締役社長 細 井 俊 夫 
代表取締役社長 

オムロン株式会社 執行役員常務 

 
非 常 勤 

取 締 役 
武 村 賢 治 

オムロンソフトウェア株式会社 

代表取締役社長 

 
非 常 勤 

取 締 役 
四 方 克 弘 

オムロンフィールドエンジニアリング株式会社 

代表取締役社長 

 
非 常 勤 

取 締 役 
日 戸 興 史  

オムロン株式会社 取締役 執行役員専務      

グローバル戦略本部長 

 
非 常 勤 

取 締 役 
大 上 高 充  オムロン株式会社 執行役員 グローバル理財本部長 

 
非 常 勤  

監 査 役 
十 河 太 治  オムロン株式会社 グローバル監査室長 

(注) 1.上記＊印は代表取締役であります。 

【退任】平成 31 年 3月 18 日開催の取締役会において、永井浩氏が平成 31 年 

   3 月 20 日をもって取締役を退任しました。 
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(２) 取締役および監査役の報酬等の総額  

区 分 支給人数 報酬等の総額 

取締役 6 名   81 百万円 

監査役 1 名    0 百万円 

合 計 7 名   81 百万円 

 

４. 会計監査人の状況 

  会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ 

 

５. 業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項 

 

5-1．内部統制システムの決議事項 

当社は、平成 31 年 4 月 18 日開催の取締役会において、業務の適正性を確保するための体

制（内部統制システム）の整備について、次のとおり決議いたしました。 

 

（１） オムロンソーシアルソリューションズ株式会社の経営方針 

オムロングループの社憲・企業理念を当社においても社憲・企業理念とし実践する。 

当社の経営ビジョンは、以下の通りとする。 

『世界中の人々が安心・安全・快適に生活できる社会を創造する 

～スマート社会の実現～』 

 

（２） 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

① 経営と意思決定に関する基本方針・原則を定めた「経営ルール」を整備し、各事項につ

いて権限者が承認し文書で記録する体制を確保する。 

② 法令および取締役会規程その他の社内規程に基づき、主管部門が決裁書、グループ戦

略会議・取締役会議事録等の重要文書を保存・管理する。 

 

（３） 当社グループの損失の危険の管理に関する規定その他の体制（リスクマネジメント体制） 

① ＣＳＲ推進部門がリスクマネジメント活動を統括し、必要な規程と実行体制を整備す

る。 

② 「オムロングループ統合リスクマネジメントルール」ならびに関連する規程類に基づき、

リスク情報の収集、リスクの分析、リスク対策を行い、損失の回避・低減・移転などに

努める。 

③ 危機発生時には、「オムロングループ統合リスクマネジメントルール」および関連する

規程類に定められた手順に従い、報告・情報伝達を行い、必要な対応チームを編成す

る。 

 

（４） 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 執行役員制度を採用するとともに取締役を少人数に保ち、取締役会における実質的な
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議論を確保し迅速な意思決定を行う。 

② 取締役会を３ヶ月に 1 回以上開催する。 

③ 代表取締役が指定する部門長をメンバにしたグループ戦略会議を１ヶ月に 1 回以上開

催し、迅速かつ適切な意思決定を行う。 

④ 当社グループは、オムロングループの基本方針に基づき、適切な統制と意思決定の迅

速化を目的として定められた職務分掌と決裁権限に基づいて業務運営を行う。 

⑤ 当社グループは、オムロングループの中長期の経営計画と整合した中長期経営計画を

策定し、当該計画を具体化するため、毎事業年度ごとの経営計画を策定する。 

 

（５） 当社グループの取締役および使用人の職務執行が法令および定款に適合ずることを確

保するための体制（コンプライアンス体制） 

① 「オムロングループマネジメントポリシー」および「オムロングループルール」を、当

社におけるマネジメントの透明性・公平性・グローバル性を確保し、適切で迅速な意思

決定を行う経営基盤とする。 

② コンプライアンスの推進体制は、当社社長を最高責任者とし、推進責任者を中心に必

要な規程と実行体制を整備する。 

③ 実行体制の一環として、CSR、輸出管理、建設業、安全衛生などの観点から、当社グル

ープの各社にて委員会を設置するなどの体制整備を行う。 

④ 「オムロングループ倫理行動ルール」を、当社グループの CSR・コンプライアンスに関

する行動指針として役員・使用人へ徹底を図る。 

⑤ オムロングループが設置した通報窓口を当社グループの内部通報窓口とし、必要な規

程を整備するとともに、役員・使用人に周知する。 

 

（６） オムロングループの業務の適正を確保するための体制との関係 

① 当社グループのリスクマネジメント体制及びコンプライアンス体制は、オムロン株式

会社の体制・活動方針と整合を図り、連携して実施する。 

② 当社は少なくとも年に 1 回、当社グループ所属の子会社から報告をうけるとともに、

オムロン株式会社へリスクマネジメントおよびコンプライアンス推進活動の実績報告

を行う。 

③ 当社は、当社グループ所属の子会社の営業成績・財務状況その他重要な事項について、

社内規程に基づき、報告を受けるとともに、当社グループの重要な事項についてオム

ロン株式会社への報告を行う。 

 

（７） 監査役監査の実効性を確保するための体制 

① 監査役監査の補助使用人 

監査役が必要と認め、その旨を取締役に通知した場合、監査補助業務に必要な知識・

能力を備えた使用人を、監査役の補助にあたらせるものとする。この場合、当該使用

人は、監査補助業務に関しては監査役の指揮命令に従う 。 

② 監査役への報告体制 
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監査役は、取締役会に出席し、取締役会の意思決定の内容を把握する。 

監査役はグループ戦略会議で行われた業務報告および決議内容について報告を受け

る。 

また、当社グループの取締役、監査役および使用人は、当社グループにおける重大な

法令・定款違反および不正行為の事実、会社に著しい損害が発生するおそれがある事

実等を発見した場合、所定の規定・手順に従い直ちに当社監査役に報告を行う。 

当社は、これら報告者に対し、当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを

行わない。 

③ 監査役の職務執行の費用の支払の方針その他監査役監査の実効性を確保する体制 

監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法 388 条に基づき費用の前払い

等の請求をしたときは、速やかに処理する。 

監査役監査にあたっては、オムロン株式会社の内部監査部門とも協力し、監査の客観

性と実効性を確保する。 

 

5-2．内部統制システムの運用状況の開示 

 

（１） コンプライアンスおよびリスクマネジメントに対する取り組みの状況 

コンプライアンスおよびリスクマネジメントに関する取り組みでは、「オムロング

ループ統合リスクマネジメントルール」を当社においても適用しています。取り

組みの推進責任者としてリスクマネージャを選任しており、CSR 委員会にてリス

クの共有、対応の協議などを行うとともに、当社におけるコンプライアンスの啓

発やリスクマネジメント活動を推進しています。 

当事業年度においては、①品質問題発生時の迅速な情報共有を目的としたインシ

デントシステムの定着等リスクマネジメント基盤強化、②企業倫理月間に際して

のオムロン株式会社社長、当社社長のトップメッセージの発信、企業倫理カード

の配布、内部通報窓口の周知、③社内不正防止・営業コンプライアンス・下請法

コンプライアンス・“社会視点”を題材とした各職場でのコンプライアンストーク

の実施、④CSR ジャーナルの継続的な発刊など、当社におけるコンプライアンス

意識の向上、リスクマネジメントの強化に取り組みました。 

 

（２） 業務の適正を確保する取組みの状況 

「取締役会規程」に基づき、取締役会は原則毎月 1 回開催しており、適宜臨時に開

催または書面によるみなし決議を行っています。社長の権限の範囲内の重要な業務

執行の意思決定については、「経営ルール」に基づき迅速・効率的な決裁手続きを行

っています。これらに関わる取締役会議事録、決裁書等重要文書や情報は、人事総

務部門が保存および管理を行っています。 

当社の「経営ルール」については、オムロングループにおける当社の責任および権

限を明確化するとともに業務の適正性確保に努めています。 

当社の営業成績・財務状況その他の経営上重要な情報については、月次報告等によ
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りオムロン株式会社に定期的に報告しました。 

 

（３） 監査役監査の実効性を確保する取り組みの状況 

監査役は、取締役会への出席に加え、グループ戦略会議で行われた報告および決

定について報告を受けています。その他監査に必要な情報については当社の取締

役・使用人および会計監査人へ随時ヒアリングを行い、業務執行に係る意思決定

の内容を確認しています。また、監査役は、オムロン株式会社の内部監査部門お

よびオムロングループの他の監査役との間で定期的に情報共有を行い連携してい

ます。 

 

以上 
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